
 
 

「CO2 輸送・貯留に関する技術動向と今後の課題」報告会 

 
 
開催期日：2018(平成 30)年 01 月 26 日(金) 13:00～17:00 
開催場所：土木学会 講堂 (東京都新宿区四谷一丁目 外濠公園内 公益社団法人土木学会) 
主催者名：土木学会エネルギー委員会 二酸化炭素回収・貯留（CCS）における調査・研究小委員会 
開催趣旨： 
本委員会では，二酸化炭素回収・貯留(CCS)に関する最新の情報収集と，土木分野の貢献が

期待される二酸化炭素貯留についての技術開発に関する基礎的調査と研究を行うことを目

的に活動を行って参りました．今般，委員会活動の成果を報告書に取り纏めることができた

ことから，この内容を広く紹介する場を設けるとともに，CCS に関わる有識者の講演も加

えた報告会を企画し，CCS に関する理解を深めたいと考えております． 
 
プログラム： 
1. はじめに 

 
2. 基調講演 1「CCS に関わる政策の現状」 

経済産業省 産業技術環境局 地球環境連携室長 松村 亘様 
3. 基調講演 2「世界の CCS の現況と苫小牧 CCS プロジェクト」 

日本 CCS 調査株式会社 顧問 国際部長        澤田 嘉弘様 
4. 報告書のトピックス 

1) 国内外の主要な CCS 実証プロジェクト 
 

2) CCS 海外政策およびコスト試算の事例調査 
 

3) CO2 輸送技術 
 

4) CO2 貯留サイト評価技術 
 

5) CO2 地中貯留シミュレーション技術 
 

6) CO2 化学的影響評価技術 
 

7) CO2 モニタリング技術 
 

5. おわりに 
 

 

以上 

 



「CO2輸送・貯留に関する技術動
向と今後の課題」

報告会

土木学会 エネルギー委員会
二酸化炭素回収・貯留(CCS)
における調査・研究小委員

地球の平均気温は，ここ100年余り

上昇傾向にある．

⇒原因はCO2（二酸化炭素）の排出

CO2の大気中への放出削減が必要
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東日本大震災後の原子力発電の停止

により火力発電が増加

2010年 2014年 2015年

原子力 29 ％ → 0 ％ 1 ％

火 力 62 ％ → 88 ％ 85 ％

わが国のCO2のうち

火力発電所から排出量される割合

約 30 ％ → 約 40 ％

4

CO2を火力発電所・製鉄所・セメント工場
などの集中発生源で分離回収

このCO2を石油の採掘跡などの安定地層
に入れて大気中への放出量を減らす．

⇒地中貯留(CCS): 
Carbon dioxide Capture and Storage

地球温暖化の緊急避難的な現実的方策
として有望



ノルウェー Sleipner
カナダ Weyburn
アルジェリア In Salah
オーストラリア Gorgon

世界の大規模（年100万トン以上）
CO2地中貯留プロジェクト

CCS小委員会

2014.9 土木学会エネルギー委員会に設置

CCS＝CO2の分離回収＋輸送・地中貯留

本小委では，輸送と地中貯留に絞り，
技術動向と土木分野における

課題の調査検討を実施．



委員長 石田 毅 京都大学 工学研究科

幹 事 末永 弘 電力中央研究所 地球工学研究所

委員

小俣 明 千代田ユーテック

海江田 秀志 電力中央研究所 地球工学研究所

梶田 直揮 大林組 技術本部

加藤 光義 東北電力 土木建築部

徂徠 正夫 産総研 地圏資源環境研究部門

高橋 亨 深田地質研究所

委員

竹島 淳也 応用地質 エネルギー事業部

本江 誠治 電源開発 技術開発部

山田 英司 中部電力 土木建築部

山本 肇 大成建設 土木技術研究所

オブザーバ

岡島 拓郎 経済産業省 産業技術環境局

永澤 剛 国際連合工業開発機関

松村 亘 経済産業省 産業技術環境局



報告書 目次

1. はじめに (石田 毅 京都大学)

2. 気候変動対策としてのCCS

2.1 気候変動問題

2.2 気候変動枠組条約に基づく取組

2.3 国内における政策

(岡島 拓郎 経済産業省)

(永澤 剛 国際連合工業開発機関)

2.4 海外における政策事例

(本江 誠治 電源開発)

2.5 国際的枠組み等における動向

(田中 良三 地球環境産業技術研究機構（RITE）)
（赤字は執筆委員）

3.  CCSの実証実験事例

3.1  これまで実施された主な実証実験

(海江田 秀志 電力中央研究所)

3.2  近年開始された・今後実施予定の主な実証実験

(末永 弘 電力中央研究所)

3.3  我が国が参画するモニタリング研究プロジェクト事例
(海江田 秀志 電力中央研究所)

(高橋 亨 深田地質研究所)



4. CCSコスト試算の事例調査

4.1 はじめに

4.2 CCSのコスト構造

4.3 コスト試算事例

4.4 大きなコスト感応度を有する要素の例

(本江 誠治 電源開発)

5. これまでに開発されたCCSに関わる技術

5.1 CO2輸送技術

(小俣 明 千代田ユーテック)

5.2 CO2貯留サイト評価技術

(末永 弘 電力中央研究所)

5.3 CO2地中挙動シミュレーション技術

(山本 肇 大成建設)

5.4 CO2化学的影響評価技術

(徂徠 正夫 産総研)

5.5 CO2モニタリング技術

(高橋 亨 深田地質研究所)



6. CCSにおいて今後貢献できる土木技術

6.1 貯留層評価のための物理探査技術

(竹島 淳也 応用地質)

6.2 リスク評価技術(山本 肇 大成建設)

6.3 CO2漏洩評価技術 (末永 弘 電力中央研究所)

6.4 船舶海上輸送におけるインフラ構築技術

(山本 肇 大成建設) (小俣 明 千代田ユーテック)

(鈴木健一郎 大林組 技術研究所）

6.5 溶解型CO2貯留技術

(鈴木健一郎 大林組 技術研究所）（赤字は執筆委員）

6.6 石油・天然ガス・地熱分野におけるCO2利用技術

(石田 毅 京都大学)

7. おわりに

本日のプログラム (1)
13:00‐13:15 はじめに 小委員会委員長 石田 毅

13:15‐14:00  基調講演1

「CCSに関わる政策の現状」

経済産業省 産業技術環境局

地球環境連携室長 松村 亘 氏

14:00‐14:45 基調講演2

「世界のCCSの現況と苫小牧CCSプロジェクト」

日本CCS調査(株) 顧問 国際部長 澤田 嘉弘 氏



本日のプログラム (2)
報告書のトピックス

15:00‐15:15 国内外の主要なCCS実証プロジェクト (海江田委員）

15:15‐15:30 CCS海外政策およびコスト試算の事例調査 (本江委員)

15:30‐15:45 CO2輸送技術 (小俣委員)

15:45‐16:00 CO2貯留サイト評価技術 (末永委員)

16:00‐16:15 CO2地中貯留シミュレーション技術 (山本委員)

16:15‐16:25 CO2化学的影響評価技術 (徂徠委員)

16:25‐16:40 CO2モニタリング技術 (高橋委員)

16:40‐17:00 総合討論

おわりに
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世界のCCSの現況と
苫小牧CCSプロジェクト

2018年1月26日
澤田 嘉弘

日本CCS調査㈱

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 2

日本ＣＣＳ調査㈱の紹介

 設立 2008年（平成20年） 5月26日

 資本金 2.4億円 （資本準備金2.4億円）

 株主 35社

電力、都市ガス、石油、

プラント設計・建設、 商社等

 設立趣旨

CO2 の分離、回収、輸送、地中貯留の

実証プロジェクトの調査・実施に一貫して
取り組む等

 従業員 約100名

当社の概要 事業の実施体制

当 社 民間企業

CCS関係（専門）
会社・機関

大 学

苫小牧にお
けるＣＣＳ大
規模実証試
験事業委託

技術連携

出資

委託・外注

実施

実施

人員

内外研究機関

経済産業省

ＣＣＳ実証試験に向けた調査・実証事業及び周辺事業／

苫小牧CCS実証試験／二酸化炭素貯留適地調査事業

環境省

二酸化炭素
貯留適地調
査事業委託
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1. 苫小牧プロジェクトの概要

2. 世界のCCSの現況と苫小牧プロジェクトの特徴

3. 国際活動

4. まとめ

本日のプレゼンテーション

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 4

１．苫小牧プロジェクトの概要
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苫小牧プロジェクトの全要

（圧入設備）

CO2含有ガス供給

（分離・回収設備）

【貯留層】萌別層砂岩層
海底面からの深さ1,000~1,200m

【貯留層】滝ノ上層T1部層
海底面からの深さ2,400~3,000m

圧入井（2坑）

圧縮

苫小牧沿岸海底下

製油所

処理能力は20万トン/年

（ガス供給設備）

水素製造装置

CO2含有ガス供給 CO2分離・回収／圧入

CO2貯留

CO2含有ガスの代表的な組成

CO2 =50%, H2=40%,  CH4他=10%

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 6

苫小牧ＣＣＳ大規模実証の全体スケジュール

■平成20-23年度は調査期間
■平成24-27年度は準備期間

設備の設計・建設、坑井の掘削等の、CO2圧入に向けた準備を実施

■平成28-32年度はCO2 圧入・モニタリング期間
年間10万トン以上のCO2を３年間（平成28-30年度）圧入

Ｈ20
年度

Ｈ21
年度

Ｈ22
年度

Ｈ23
年度

Ｈ24
年度

Ｈ25
年度

Ｈ26
年度

Ｈ27
年度

Ｈ28
年度

Ｈ29
年度

Ｈ30
年度

Ｈ31
年度

Ｈ32
年度

2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020

準 備 CO2圧入

モニタリング

調 査

事前
モニタ
リング
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CO2分離・回収/圧入設備の航空写真

純水タンク

工業用水受水槽

排水処理水槽

管理棟

蒸気タービン発電機
第1低圧CO2圧縮機

第2低圧CO2圧縮機

高圧CO2圧縮機

計装空気設備

窒素設備

圧入井

アミンタンク

高純度CO2の流れ

CO2含有ガスの流れ

フレア・ベントスタック

冷却塔

低圧ボイラー

高圧ボイラー

CO2 含有ガス圧縮機

燃料油タンク

純水製造設備

CO2放散塔

低圧フラッシュ塔

CO2吸収塔

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 8

CO2分離
回収設備
：PSAオフガス

中のCO2を
分離回収

CO2

圧縮設備
：分離回収した

CO2を圧入
圧力まで昇圧

CO2分離回収設備及び圧縮設備
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滝ノ上層圧入井

萌別層圧入井

坑口装置

保温施工前

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 10日本におけるＣＣＳの現状

三次元弾性波探査
作業範囲

• OBC （Ocean Bottom Cable： 海底受振ケーブル）
微小振動、自然地震観測、二次元弾性波探査に使用。

• OBS （Ocean Bottom Seismometer： 海底地震計）
微小振動、自然地震観測に使用。

OBS

OBS

OBS

OBS

滝ノ上層観測井 OB-3 （鉛直）

高感度陸上地震計

萌別層観測井OB-2
（鉛直）

圧入井 2坑 （坑口）

滝ノ上層観測井OB-1
調査井を改修（坑口）

ガス供給設備
《出光興産㈱製油所内》

ＣＣＳ実証試験センター
ＣＯ２分離・回収/圧入設備

0         1         2          3         4         5km

出典：「LC81070302016141LGN00, courtesy of the U.S. Geological Survey」を加工

実証試験設備の位置関係
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圧入地点

沖合いに見えるシーバースの右端（陸から3km）の地下1.2kmに萌別層圧入井の坑底が位置し、
さらに沖合い1km（陸から4km）の地下2.8kmに滝ノ上層圧入井の坑底が位置する

圧入地点

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 12

2. 世界のCCSの現況と
苫小牧プロジェクトの特徴
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地下への天然ガス、CO2の圧入

2. CO2-EOR１）

・CO2- EORは、1972年米国で開始
・過去40年間の圧入CO2総量は、約10憶トン
・約3/4は、天然のCO2利用
・約1/4は、産業起源のCO2利用
⇒大気中のCO2 排出量削減のため、CCSと同効果
⇒広義のCCS （結果的貯留）

4. CCS
・産業起源のCO2を深部塩水層

に貯留
・1996年にノルウェーSleipner

で開始
赤丸が酸性ガス
圧入点

図 例：カナダの
酸性ガス地下貯留
出典：Stefan Bachu
et al. 

図 例：米国の
CO2-EOR

１．天然ガスの地下貯留
・天然ガス需給調整の地下貯留は

1915年にカナダで開始

3. 酸性ガスの地下圧入
・硫黄分の拡散防止のため、1989年以降、
カナダと米国で酸性ガスを、深部塩水層と
枯渇ガス油田に圧入

注：酸性ガス= 天然ガスから除去したCO2及びH2S

Source: 1)GCCSI

図 例：米国の天然ガス地下貯留
出典：EIA Energy Mapping System

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 14

天然ガスの地下貯留概念図
枯渇田への地下貯留 岩塩層への地下貯留 深部塩水層への地下貯留

Source: American Gas Association

米国の地下貯留は約400箇所。 8割が枯渇田、1割が岩塩層、1割が深部塩水層に貯留
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水圧入用
ポンプ

二酸化炭素 ⇒

生産流体 (石油, ガスと水)
分離及び貯蔵施設

圧入井

生産井

CO2-EOR概念図

概略断面図
坑井間において、二酸化炭素と水を
圧入し、地下貯留層から残留石油を
押し流して生産する方法の説明。

出典 (NETL, 2010).

混合域

二酸化炭素は、深度約
800m以深で、超臨界状

態となり、液体のような
高い密度と溶解性を有し
ながら、気体のような流
動性を持つ

米国の
CO2-EOR
プロジェクト
数：138

Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 16

酸性ガス処理プラント例

酸性ガスから回収された硫黄

酸性ガス処理プラント例
カナダ/アルバータ州

Source : Stefan Bachu

酸性ガスの地下圧入箇所
カナダ：50箇所以上
米国： 20箇所以上
（ＧＣＣＳＩ）
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・ほとんどのプロジェクトはEORのインセンティブを有する（赤字箇所参）
・多くのプロジェクトは補助金（又は＋税額控除）のインセンティブを有する（緑字箇所参）
・いくつかのプロジェクトは炭素税対策のインセンティブを有する（青字箇所参）

出典：GCCSI,ADM,JX,MITEI,J.P.Price等から作成

CCSプロジェクトのインセンティブについて（推定）

プロジェクト名 国名 操業開始
分離・回収
能力（/年）

貯留 CO2削減以外のインセンティブ(推定）

操
業
中

Val Verde 米国 1972 130万トン EOR EOR
Enid Fertilizer 米国 1982 70万トン EOR EOR
Shute Creek 米国 1986 700万トン EOR EOR

Sleipner ノルウェー 1996 90万トン 深部塩⽔層 炭素税対策
Great Plains カナダ 2000 300万トン EOR EOR

Snøhvit ノルウェー 2008 70万トン 深部塩⽔層 許可条件 +炭素税対策
Century Plant 米国 2010 840万トン EOR EOR
Air Products 米国 2013 100万トン EOR 補助⾦ /税額控除 + EOR
Coffeyville 米国 2013 100万トン EOR EOR
Lost Cabin 米国 2013 90万トン EOR EOR

Lula ブラジル 2013 100万トン EOR EOR
Boundary Dam カナダ 2014 100万トン EOR 補助⾦ + EOR

Quest カナダ 2015 100万トン 深部塩⽔層 補助⾦ + 炭素クレジット収⼊
Uthmaniyah サウジアラビア 2015 80万トン EOR (調査中)
Abu Dhabi アラブ首長国連邦 2016 80万トン EOR (調査中)

Illinois Industrial 米国 2017 100万トン 深部塩⽔層 補助⾦ /税額控除
Petra Nova 米国 2017 140万トン EOR 補助⾦ /税額控除 + EOR

建
設
中

Gorgon 豪州 2017 340－400万トン 深部塩⽔層 炭素税を予想した事前対策
ACTL Agrium カナダ 2017 30-60万トン EOR 補助⾦ + EOR

ACTL Sturgeon カナダ 2017 120－140万トン EOR 補助⾦ + EOR
Yanchang 中国 2018 40万トン EOR (調査中）
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日本におけるＣＯ２ 圧入プロジェクト

1990 2000 2010 2020

CCS技術
の実用化

CO２貯留
適地調査

2018年1月

東京

苫小牧
申川

頸城

*

*EOR（Enhanced Oil Recovery）：増進回収法
CO2EORは、油田で石油の生産が悪くなった坑井の
地層にCO2を圧入し、石油の産出を良くする方法

石油回収の増進に活
用して地中貯留

地層水を含む地層
（深部塩水層）への

貯留

長岡

*

（CO2約1万トン）

くびき

頸城油田
CO２EOR

（CO2約1万トン）

さるかわ

申川油田
CO２EOR

CO2約1万トン（1.5年）

長岡ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ
CO２地中貯留

CO2 10万トン/年以上規模
（2016年度から3年間圧入）

苫小牧二酸化炭素削減技術
実証試験CO２ 海底下貯留
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特徴 1

産業起源CO2の深部塩水層への圧入
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Snøhvit

Sleipner
Quest

Illinois
Industrial

Tomakomai

=100万トン/年のCO2（円面積は貯留量に比例）

特徴１ 産業起源CO2の深部塩水層への圧入～CCS

現在、深部塩水層に産業起源のCO2の圧入大型プロジェクトは、ノルウェーのSleipnerとSnøhvit、カナダのQuest、
米国のIllinois Industrialプロジェクトのみ ⇒ 苫小牧も深部塩水層に産業起源のCO2を圧入
⇒深部塩水層（砂岩層、火山岩層）へのCO2圧入の貴重な知見の取得
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2017

圧入記録（萌別層）

累積圧入量
（トン）

注：貯留層の初期圧 9.2 MPaG
最大圧入レート時の貯留層圧 10.0 MPaG

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2

Injected Volumes (tons)

2018
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特徴 2

地震多発国でのCCS実証
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特徴２ 地震多発国でのCCS実証

図 世界の地震の分
布とCCSプロジェクト
気象庁公表資料にCCSプ
ロジェクト位置を追記

=100万トン/年のCO2（円面積は貯留量に比例）

Sleipner

Tomakomai

Quest

Illinois
Industrial

苫小牧プロジェクトは、地震多発国におけるCCS実証試験 ⇒ 充実したモニタリングシステム
⇒ ①自然地震の発生でも、貯留CO2に影響がない立証 ②CO2圧入により、地震が発生しない立証
⇒ CCSの地震に関する不安を払拭

過去の地震の震源

Snøhvit
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モニタリングシステムの概要

萌別層砂岩層

滝ノ上層T1部層

観測データ →

萌別層
圧入井

滝ノ上層
圧入井

：温度・圧力センサー

：３成分地震計

：CO2流量センサー

← 

←

観
測
デ
ー
タ

←

観
測
デ
ー
タ

Ｃ
Ｏ

２ 圧
入

→

Ｃ
Ｏ

２ 圧
入

→

OBS

常設型OBC

←

観
測
デ
ー
タ

←観測データ

OBSOBS

Hi‐netデータ
（自然地震）

←観測データ

萌別層
観測井OB‐2

滝ノ上層
観測井OB‐3

管理棟

←

観
測
デ
ー
タ

陸上設置
地震観測点

滝ノ上層
観測井OB‐1

OBS

観
測
デ
ー
タ

→

観
測
デ
ー
タ
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自然地震の発生と坑内状況

X

Y

Z

圧
力

(M
pa

)
温

度
(d

eg
.C

)

陸上観測井

苫小牧市

Hi-net 
station

自然地震モニタリング範囲

苫小牧周辺での自然地震発生
状況 (1998.1.1-2008.11.08)

震源情報 気象庁発表

発生時刻 2017年7月1日
23:45:52.9

震源位置 緯度
42°47.2’

N 
経度

141°51.5’
E
深度 27km

地震の規模 マグニチュード 5.1

苫小牧市での震度 3

圧入地点まで
実距離約

40km

最大震度５弱

モニタリング範
囲

陸上地震計観測波形 三成分

圧入井では、本自然地震の発生に伴い貯留層直
上の温度と圧力に変化はなし。

圧入再開

苫小牧IW-2 圧入井 坑内温度

30
秒

苫小牧IW-2 圧入井 坑内圧力

圧入再開

地震発生時

地震発生時
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モニタリング 微小振動

圧入前から現在まで、CO2圧入貯留層の内部お
よび周辺の深度範囲では、微小振動 (マグニ
チュード > -0.5)の検出はなし。0

合計９ 回
深度: 5.9㎞ - 8.6㎞
マグニチュード: -0.09～0.24

圧入前の期間

合計 ３ 回（青丸）
深度: 7.4㎞ – 7.7㎞
マグニチュード:  0.31～0.52
発生日: 2017/ 8/ 2

圧入開始後

検出した微小振動現象の頻度図

頻
度 圧入開始（2016/ 4/ 6）

期間 : 2015/2/1 – 2017/10/31 

断
面

図
（
東

西
）

断面図（南北）

平面図の凡例

想
定

圧
入

範
囲

想定圧入範囲

Depth(km)
Magnitude

断面図の凡例

Depth(km)
Magnitude

検出結果

(S.L.)

5

10

0
k

m 想定圧入範囲

地質断面概念図（東西）

荷菜層

滝ノ上層

古第三紀層

第四紀層~萌別層

白亜紀層/
基盤岩
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特徴 3

陸上から沖合海底地下貯留層への圧入井
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Snøhvit

Sleipner
Quest

Illinois
Industrial

Tomakomai

=100万トン/年のCO2（円面積は貯留量に比例）

特徴3 陸上から沖合海底地下貯留層への圧入井

苫小牧は、陸上から沖合海底地下貯留層へ高傾斜井を掘削し、CO2を圧入
⇒ 掘削、操業、保守・維持費用の大幅削減、長距離圧入区間の確保

Source : Statoil
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滝ノ上層Ｔ１部層（⽕⼭岩類）

滝ノ上層泥岩層

振⽼層（泥岩）

平取＋軽舞層（泥岩）

荷菜層（泥岩）
萌別層（砂岩）

萌別層（泥岩）

鵡川層（礫岩、砂岩、泥岩）

第四系

貯留層

貯留層
遮蔽層

※この断⾯図は、圧⼊井坑跡における模式断⾯図 (縦：横＝1 ： 1)

萌
別

層
観

測
井

遮蔽層

CO2圧⼊対象層
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CO2 圧入井の概念図

 高傾斜CO2 圧入井を掘削
海底下貯留層へ陸域から傾斜井を掘削し、海域作業に比べ掘削費とメンテナンス費用を大幅に削減

 孔のある管を使用し圧入区間を1,100m 以上とすることで、圧入効率が向上（萌別層）

 水平距離（偏距）および水平／垂直比率は、国内で最大記録を達成

苫小牧IW-1 滝ノ上層圧入井 苫小牧IW-2 萌別層圧入井
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特徴 4

ロンドン条約96年議定書に基づく法律の適用
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Sleipner
Quest

Illinois
Industrial

Tomakomai

=100万トン/年のCO2（円面積は貯留量に比例）

特徴４ ロンドン条約96年議定書に基づく法律の適用

苫小牧は、世界初のロンドン条約96年議定書に準じたプロジェクト（陸からの廃棄も国内法で対象）
⇒ 海洋汚染防止法の改正
⇒ CO2海底下廃棄には、環境大臣の許可・環境影響評価・海洋環境の監視が義務化

1996年ロンドン条約議定書への加入の
ため、陸からの廃棄を含め、海洋汚染防
止法を改正し、CO2の海底下廃棄に係る
許可制度を創設（日本）

Snøhvitは陸からの

廃棄のため議定書
対象外

Sleipnerは議定書改正
前からのプロジェクトで
対象外

Snøhvit

出典：Statoil

出典：Statoil
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海洋環境調査

海上保安庁航海用海図に加筆

Takinoue Obs Well
OB-1

Moebetsu Obs Well
OB-2 (vertical)

CO2 Capture & 
Injection Plant

Moebetsu CO2
Plume

Takinoue CO2 Plume

国際条約であるロンドン条約1996年議定書を反映した「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法
律（海洋汚染防止法）」に則り、海洋環境調査の実施が求められている。

St. : 観測点

St.12

St.11

St.10

St.09

St.08

St.07

St.06

St.05

St.04

St.03

St.02

St.01
CO2 プルーム分布推定範囲

（３年間で３０万トン）

採泥器
簡易ドレッジ

ROV採水器

海洋環境調査地点  海水の化学分析に基づく移行基準（環境省指導）
• 観測点： 8測点（12測点中、沿岸4測点を除く）が対象

• 自然変動の基準の算出： ベースライン調査（H25年8月～H26年5月）で得られた底層

（海底面上2m）の酸素飽和度（%）と二酸化炭素分圧（µatm）との累乗近似曲線

• 上側95%予測区間を超えた観測値が得られた場合は監視段階に移行

通常時監視 ⇒ 確認調査 ⇒ 懸念時監視 ⇒ 異常時監視
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特徴５
CO2分圧が大きいガスからの分離・回収

⇒大きい CO2分圧を利用した分離・回収法の採用
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発電

Coal-to-liquids
(石炭液化)

化学品製造

鉄鋼製造

天然ガス合成

肥料製造

石油精製

天然ガス処理

水素製造

= 100万トン／年のCO2 （円の面積は貯留量に比例）

CCS
深部塩水層

CO2-EOR
石油増進回収

苫小牧プロジェクトは、「CO2を含むガスの圧力及びCO2分圧が大きいガス」のカテゴリーに分類
⇒ 高いCO2分圧を利用した、低い分離回収エネルギーの分離回収法を採用

注：GCCSIがlarge-scaleCCS 
Projectとしての公表図より、操業

中プロジェクトに限定して図示し、
苫小牧プロジェクトの特徴を記載

CO2-EORは産業起源CO2EOR

特徴５ 大きい CO2分圧を利用した分離・回収法の採用
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CO2 分離回収エネルギー = 2.5~4.0 GJ/t-CO2

CO2 分離回収法

通常の CO2  分離回収法

低圧フラッシュ塔で減圧によりCO2を回収
CO2放散塔の水蒸気熱を低圧フラッシュ塔で利用しCO2を回収
CO2放散塔において、低圧フラッシュ塔からのCO2中濃度
アミン溶液の一部のみを再生すればよいため、CO2放散塔の
加熱エネルギーを低減

CO2を含むガスの圧力及びCO2分圧が大きい場合、通常型フローの
約1/3～1/2の分離・回収エネルギーとなる
(分圧：混合気体の各成分気体の圧力）

注：電力消費を含むトータルの分離・回収エネルギー
分離・回収エネルギー

＝（リボイラー熱量／ボイラー効率
＋分離回収設備電力消費量×電気熱量換算係数／発電効率）
÷回収CO2流量

CO2 分離回収エネルギー= 1.20 GJ/t-CO2 (実測値）

苫小牧の CO2  分離回収法
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特徴 6

大都市部の近接エリアでのCO2圧入
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Sleipner
Quest

Illinois IndustrialTomakomai

=100万トン/年のCO2（円面積は貯留量に比例）

特徴６ 大都市部の近接エリアでのCO2圧入

苫小牧は、Illinois IndustrialやQuestと同じく住宅近接エリアであるが、
人口17万人ものアーバンエリアに極めて近いCO2圧入プロジェクト
⇒多くのステークホルダーの理解が必要
⇒充実したパブリック・アウトリーチ活動の展開

Google Mapに追記

Shell 資料に追記

沖合海底地下へ
のCO2圧入

Snøhvit
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苫小牧プロジェクト近隣の都市部風景

https://www.google.co.jp/search?q=%E8%8B%AB%E5%B0%8F%E7%89%A7%E5%B8%82+%E5%86%99%E7%9C%9F&tbm=isch&tbo=u&source=univ&sa=X&ved=0ahUKEwiTn_PjpPnXAhWFHpQ
KHRteB3AQsAQIVw&biw=1536&bih=771

苫小牧市人口：17万2千人
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③展示会への出展

 パネル展 計 5回 （苫小牧市、及び周辺地域）
 ミニ講演会 計 14回 （苫小牧市を含む全国各地）
 子ども向け実験教室 計 2回 （苫小牧市内）
 現場見学・視察者 計2013名、154グループ (うち海外220名）
 環境系展示会 計 2回 （東京）
 CCS講演会 計 312名 （苫小牧市、平成29年3月5日） 時点

モニタリング
計画の

策定と公開

①パネル展の継続・拡充
事業の進捗にあわせ、より広範囲で開催

②講演会の継続
多くの方にCCSを引き続いて良く理解して
いただくことを目的に開催

③現場見学会
センターや観測井の現場を広く公開

④ライブカメラの設置
ライブカメラを設置し、リアルタイムで
プラントを公開

（日本ＣＣＳ調査(株)のウェブサイト上）

⑤若者向けミニ講演会
道内の大学で開催するとともに、全国の
大学でも実施

⑥子ども向け実験教室／現場見学
主に、小中学生を対象に市内各所で実験
教室を開催。CO2の実験を通じて、
地球温暖化やＣＣＳの仕組みの理解促進。
子どもを対象とした現場見学会実施

広報活動実績 （平成28年度）

（１）情報公開
情報提供をしっかり行うこと。
CCSをもっと知りたい。広報紙にも載せてほしい。
地元に対するこまめで丁寧な対応を望む。

（２）安全・漏れについて
経済効果だけでなく安全面にも十分配慮
してほしい。

CO2の漏えいに関するリスクをもう少し
詳細に教えてほしい。

（３）若年層への周知
フォーラムの参加者の８割が５０代以上であり参加者
に若い人が少ないのは残念。

もっと若い人たちが集まるような呼びかけを考えて
ほしい。
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ホームページによる情報公開例

地層の圧力観測値を公開

海水中の二酸化炭素濃度を公開

苫小牧市周辺で発生した地震の震源、
マグニチュードを公開

2017年11月 2001~2010
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CO2分離・回収／圧入設備への見学者数

1570人

608人

（人）

2013人
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若者向けコミック

日本語版、英語版、
中国語版を作成
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3. 国際活動
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CSLF:

• 苫⼩牧実証プロジェクトは、2016年10⽉年次総会で正式にCSLF認定プロジェクトとして認定。
• JCCS は、アジアー太平洋地域におけるCCS事業の普及を主導する⽴場として、Regional 

Championに任命された。

費用効果がより高いCCS技術開発に焦点をおく大臣級の多国間気候変動イニシアティブ。また、CCSの認知度の向上を促すと
ともに、前記の技術開発を支持する法律、規制、金融、制度面の環境整備を擁護する。

CSLF代表団 (政策・技術グループ)向け現場⾒学会

認定賞授与セレモニー

国際活動- CSLF (Carbon Sequestration Leadership Forum)
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 DOE（米国エネルギー省）

 2015年4月 経済産業省は米国エネルギー省との間でCCS分野に係る協力文書に署名。

 2016年7月 苫小牧CCS実証試験フィールドを使用した共同研究として、三次元弾性波探査等

データ取得・解析の実施に関し、実施者のテキサス大学へUS$2.5million（≒2.5億円）の提供が

決定。

 2017年8月 苫小牧CCS実証試験フィールドでテキサス大学が浅層調査を実施。

 GCCSI(The Global Carbon Capture and Storage ）
 オーストラリア会社法に則り設立された非営利法人。全世界から約80組織が加盟。

 2016年6 月苫小牧実証事業はGCCSI により世界のNotable Project の一つに指定。

苫小牧CCSの国際協力及び国際的な評価

世界のCCSの動向 2016 全5分冊のうち3分冊の
表紙に苫小牧CCS実証試験センターの写真を採用
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４. まとめ
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苫小牧CCS実証試験のまとめ

 2020年頃のCCS技術の実用化を目指して、苫小牧CCS実証試験を進めて

おり、CCS一貫システム（分離・回収から貯留まで）の操業を開始した。

 CCSシステムが安全で信頼できることを実証する

 地震に対する不安を取り除く

 苫小牧プロジェクトの特徴

 省エネ型の低圧フラッシュ塔+2段吸収法を採用

 陸上から沖合海底下の貯留層へ高傾斜井で圧入

 充実したモニタリングシステムを実現

 苫小牧プロジェクトへ、世界から注目が集まっている

 関係者への多彩な広報活動を行っている

 苫小牧市や地元漁協とも緊密なコミュニケーションを継続している



Copyright 2018 Japan CCS Co., Ltd. 49

ご清聴ありがとうございました

http://www.japanccs.com/



電力中央研究所

国内外の主要なCCS実証プロジェクト

地球工学研究所

2018

土木学会エネルギー委員会CCS小委員会 成果報告会

2018年1月26日

海江田 秀志

1

報 告 内 容

世界で現在稼働中の大規模CCSプロジェクトの例

ノルウェーのSleipnerのプロジェクト

カナダのWeyburnプロジェクト

日本が関係するCCSプロジェクトの例

新潟県岩野原プロジェクト

イギリスのQICSプロジェクト

インドネシアのグンディガス田プロジェクト

2018 2



ノルウェーのSleipnerプロジェクトの概要

2018 3

天然ガスはCO2 も付随して生産されるため、販売する際に
はCO2 の濃度を減らす必要がある。ノルウェーのStatoil社は，
北海で開発中の天然ガスからCO2を回収し，大気に放出して
いたが，ノルウェー政府が地球温暖化への対策として1991年
に炭素税を導入したことから，回収したCO2を海底下の地層に

圧入することにした．これは世界ではじめての深部帯水層へ
のCO2貯留プロジェクトとなった．

CO2貯留の対象としたUtsira層は海底下800～1,000mにあ
り，26,000km2の広がりを持ち，間隙率は35～40％程度，透
水係数が１Darcyより大きい透水性の高い砂層で，25百万トン
の貯留能力があると推定されている．

CO2の注入は深さ1,000mで2,400m偏距した1本の坑井で
行われており，1996 年9 月から2015年6月迄に約15.5百万ト
ンのCO2が圧入されている．

Sleipnerにおける貯留したCO2のモニタリング

2018 4

CCSを安全に実施するには地下に貯留したCO2の挙動をモ
ニタする必要がある。

Sleipnerでは貯留したCO2の挙動をモニタリングするため，
反射法地震探査が実施されている．

CO2圧入開始前の1994年から2006年までに反射法地震探
査が繰り返し行われ，1994年の結果と比較して，CO2圧入後
の2001年には深度断面図および平面図でも強い反射波を示

す領域が認められた．この反射波発生の領域は年を経る毎に
北北東―南南西に水平方向に拡大している様子が認められ，
この範囲にCO2が貯留されていると評価されている．

なお，反射波発生を示す領域が上方へ拡がっている様子は
認められないことから，圧入されたCO2が海底や海中に漏洩し
ている可能性はないと推定されている．



カナダのWeyburn石油増進回収（EOR）におけるCO2貯留の概要

2018 5

石油や天然ガスの開発では，生産が衰えてくると油田に水
蒸気やCO2を圧入して，生産量を回復させる石油増進回収
（EOR: Enhanced Oil Recovery)が適用される場合がある．
カナダのサスカチュワン州にあるWeyburn油田では，2000

年より米国ノースダコタ州の石炭ガス化炉で回収されたCO2を
液化して，約320kmのパイプラインで輸送し，生産が衰えた油
田にCO2を圧入することにより，生産量を回復させている.

2015年には年間2.4百万トンのCO2がWeyburn油田に圧入
されている．
なお，2013年にはカナダのBoundary Dam 石炭火力発電

所で回収されたCO2もWeyburnの石油層に圧入し，世界で初
めての火力発電所からのCO2放出削減の商業化プラントと
なっている．

Weyburnにおける貯留したCO2のモニタリング

2018 6

Weyburnにおいても地下に貯留したCO2の挙動評価として
反射法地震探査が実施されている．

CO2モニタリングのための繰返し3 次元3 成分反射法地震
探査が，1999年のベースライン計測を始め，2001年，2002
年，2004年，2007 年に実施された．その結果， CO2を貯留
した地層からの反射波の振幅の負の異常域（negative 
amplitude difference）がCO2注入量の増加（時間の経過）と
ともに拡大していることが確認された．

これらの反射法地震探査の結果などから，これまで圧入さ
れたCO2はほぼ水平に拡がり，地表面付近へのCO2の漏洩
はないとされている．



RITEによる岩野原におけるCO2貯留実証実験の概要

2018 7

日本国内においては，2000年度と2001年度は国立研究
法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）からの
委託 事業として，2002年度以降は経済産業省の補助金交

付事業として，公益財団法人地球環境産業技術研究機構
（RITE）によりCO2の地中貯留実証実験が実施された．

実験場所は新潟県長岡市岩野原の既存の天然ガス生産
基地で，地下約1,100mに分布する帯水層を対象としてCO2

の圧入が行われた．
平成15 年7 月7 日に圧入を開始し，平成17 年1 月11 日

に最終累計圧入量10,405.2 t-CO2をもって完了した．

岩野原における貯留したCO2のモニタリング

2018 8

CO2圧入井の周囲3ヶ所に観測井を掘削し，これらの観測

井を利用して，坑井内計測（比抵抗検層，中性子検層，ガン
マ線検層，音波検層）および坑井間の弾性波トモグラフィに
よる地下の物性データの取得が行われ，貯留したCO2の挙
動モニタリングが実施されている．
弾性波トモグラフィの結果では，CO2が貯留された領域が

弾性波速度の低下域として検出されることが判った．
なお、CO2の圧入停止後も継続してモニタリングが続けら

れており，貯留したCO2がほとんど移行していないことが観
測されている．



QICS実験の概要

2018 9

CCSにおいては貯留したCO2が地表に漏れ出ないように
CO2は地下深部に圧入される．しかしながら，安全・安心な
CCSの実施のためには，万一貯留したCO2が漏出した場合の

周辺への環境影響，および漏出の発生や漏出箇所の検知・
特定方法についてあらかじめ検討しておく必要がある．
英国では日本の研究機関と協力して実際の海域でのCO2放

出実験を計画（ QICS：Quantifying and Monitoring Potential 
Ecosystem Impacts of Geological Carbon Storage)し，英
国スコットランド西海岸にあるArdmucknish湾の水深10～
12mの海底下約12mからCO2を放出する実験が実施された.

2012年5月17日からCO2の放出が開始され，37日間で総量
4,200kg放出された．この結果，人為的な海底下からのCO2

漏出による環境への影響は小さく，CO2の漏出が終わると短
期間で回復することが示された．

QICSにおけるCO2挙動のモニタリング

2018 10

弾性波反射法探査の結果（深さ断面図）によると，初期の
CO2放出時には堆積岩中に鉛直な煙突（Chimney）のような
CO2のパスが海底下2～3mより深部の第3層内に認められ
た．この煙突は水平面では5～10mに広がる亀裂などで構成
される流路になっており，CO2がこのような流路を流動してい
る可能性が示唆された．その後，一部のCO2は低透水性の
第2層内を通り海底に漏出し，CO2バブルとなって海中に流
出した．CO2の放出流量が増え日量210kgになると，弾性波
反射法の深さ断面の第2層や第1層内にも煙突状の異常域
が認められ，その異常域付近においてCO2が海底に漏出し
ている様子が認められている．これは低透水性の第2層が
CO2の放出圧力で破砕され，新たな流路となったものと推定
されている．



インドネシアのグンディガス田CCS実験の概要

2018 11

インドネシアの天然ガスはCO2の含有量が多いため，天然ガス開発の急
増は大気中に放散されるCO2の急増につながることが懸念されている．グ
ンディガス田は，インドネシアの中部ジャワ州に位置し，2014年から生産
が始まり，1日当たり約60百万立方フィートのガスが12年間生産される予
定で，その過程で発生する1日当たり800トンのCO2は大気中に放散される
可能性がある．
インドネシア国内ではCO2をCCSでEORなどに用いて排出削減に繋げた

い期待もあるが，地下に圧入，モニタリングしたという実績がないため，そ
れらの技術の導入・開発に対する強いニーズがある．
国立研究開発法人科学技術振興機構(JST）と独立行政法人国際協力機

構(JICA)の共同研究開発プロジェクトである地球規模課題対応国際科学
技術協力プログラム(SATREPS）により，日本（京都大学等の研究機関）と

インドネシア（バンドン工科大学などの研究機関とプルタミナ社）が共同で
CCSに関する技術開発を2012年より実施している．
圧入する予定のCO2は2年間で20,000トンで、最終的にはCCS事業を実

施する際に参考にできる作業標準書（SOP：Standard Operation 
Procedures）をまとめることを目的としている．

CO2貯留対象地域の3次元地質構造モデル

2018 12

これまでフェーズ１の研究として，圧入井周辺の広域地質
データ，既存井で得られた地質，検層，孔内試験データ，なら
びに周辺の既往反射法地震探査データ等が収集され，再解析
が行われた．また，貯留候補層である砂岩層（Ngrayong層）が

地表に現れている露頭で岩石試料を採取して，室内試験により
間隙率や透水係数等の物性が求められ，既往井での孔内試
験結果も含めて検討され，貯留層パラメータが決定された．

一方，圧入井周辺の多数の反射法断面と検層データをもとに
3次元地質構造モデルが作成され，上記物性を加味して3次元
の貯留層モデルが作成された ．このモデルを用いて貯留層の
透水係数と温度，圧入するCO2の量と期間を変えて圧入シミュ

レーションが行われ，最適な貯留対象層および貯留条件が決
められている．



「CO2輸送・貯留に関する技術動向と今後の課題」

CCS海外政策およびコスト試算の事例調査

2018年1月26日

土木学会エネルギー委員会

二酸化炭素回収・貯留(CCS)における調査・研究小委員会

担当: 電源開発株式会社 本江

米国: 全体像

各種資料に基づき筆者作成 2

 全体の骨格はとりあえず維持されているが・・・

CPP廃案へ
予算大幅減



米国: CPP (Clean Power Plan) は廃案へ

 トランプ大統領は選挙公約どおり、オバマ政権時代のCO2排出規制案
である「Clean Power Plan」 (CPP) を廃案にすべく行動

3

 2017年3月28日 トランプ大統領がエ

ネルギーの自立促進に関する大統領
令 (Executive Order on Promoting 
Energy Independence) に署名

EPAに対してCPPの見直しと共に、適切な措
置をとるよう指示

 2017年10月10日 EPAはCPPの廃止
案を発表

2017年3月の大統領令を受けてのもの, パブ
リックコメントは2018年4月26日まで受付

出典: Federal Register /Vol. 82, No. 198, 2017年10月16日

米国: 石炭関連のR&D予算は大幅減

 トランプ政権は石炭産業を支援するとする一方で、エネルギー省
の石炭関連分野R&D 2018年度予算要求額は前年度の約1/4

 エネルギー省は石炭関連R&Dの重点を高効率化とCCUSに置く

4米国議会調査局等の資料に基づき筆者作成
化石燃料エネルギーR&D予算額の推移 (石炭関連分野)



米国: 大統領府と議会に隔たり

 議会は大統領の予算減額に対抗して、CCSを資金支援するための様
々な法案を提案している

 S.1535 The Furthering Carbon Capture, Utilization, Technology, 
Underground Storage and Reduced Emission Act

分離・回収, 貯留したCO2量に応じた税額控除 (Tax Credit, Section 45(Q))
控除される額は、帯水層貯留で50 USD/t-CO2, EORで35 USD/t-CO2

 S.1068 The Clean Energy for America Act
CCS関連設備に対する投資税額の控除

 H.R.2011 and S.843 The Carbon Capture Improvement Act of 2017
CO2分離･回収設備に対するCO2回収率に応じた免税

 H.R.2296 The Advancing CCUS Technology Act
エネルギー省長官に対し、CCS R&Dで大きな成果を上げた案件に対して予算増額等の
措置をとるよう求めるもの

 H.R.2010 and S.1663 The CO2 Regulatory Certainty Act
財務省長官に対し、エネルギー省, 内務省, EPAと協調して地中貯留に関する税務規則
の整備を求めるもの

5

英国: CCUSへ重点シフト

 2017年10月12日に発表された「Clean Growth Strategy」においてCCUSを
重点施策の一つとしている

6

CCUSの普及
コスト低減を前提として2030年代に一定規模の
CCUSを英国内に普及させる。

実施項目1: CCUSの位置付け再確認
CCUS Cost Challenge Taskforceの新設, 普及に
向けた道筋(pathway)の検討, CCUS協議会の設置
など。より詳細な計画は今年策定される予定。

実施項目2: 国際協調
ノルウェーなどとの2国間協調およびCSLF (Carbon
Sequestration Leadership Forum)などを通じての
多国間協調を強化。 Global Carbon Capture
Usage and Storage Conference
を2018年から開催等。

実施項目3: 技術開発支援
最大1000万GBPをCCUS研究開発に投じる。具体
的な計画は2018年に策定の予定。

出典: Department for Business, Energy & Industrial Strategy (2017) The Clean Growth Strategy



CCSコスト試算事例について

 既存の公開文献に基づき、化石燃料発電でのCCSコスト試算におけるコ
スト構造と大きな感応度を有する要素を整理しようと試みたものです

 CCSコストの数値をまとめたものではありません

整理に用いた主な文献

 GCCSI (2015) The Costs of CCS and other low-carbon technologies 他

 IEA GHG (2013) Toward a Common Method of Cost Estimation for CO2 
Capture and Storage at Fossil Fuel Power Plant

 US DOE/NETL (2015) Cost and Performance Baseline for Fossil Energy 
Plants Vol. 1a, 1b 他

 (独法) 新エネルギー･産業技術総合開発機構, ゼロエミッション石炭火力技術開
発プロジェクト関連報告書･資料

 (公財) 地球環境産業技術研究機構 (2006) 平成17年度 二酸化炭素固定化･有
効利用技術対策事業, 二酸化炭素地球貯留技術研究開発 成果報告書 他

7

CCSコスト試算事例: コスト構造

 IEA GHG (2013) で提示されたコスト構造が最もよくまとまっている

8

米国におけるCCSコスト試算事例

出典: US DOE/NETL (2015) Cost and Performance Baseline
for Fossil Energy Plants Vol. 1aCCSコストの報告などにおいて提示すべき情報 (部分)

出典: IEA GHG (2013) Toward a Common Method of Cost Estimation
for CO2 Capture and Storage at Fossil Fuel Power Plant



コストへの影響要因: CO2分離･回収率

9

超臨界圧石炭火力発電コストにおけるCO2分離･回収率の感応度 (米国)

出典: US DOE/NETL (2015) Cost and Performance Baseline for Fossil Energy Plants Supplement:
Sensitivity to CO2 Capture Rate in Coal-Fired Power Plant

コストへの影響要因: 発電燃料価格

石炭火力発電･ガス火力発電におけるコスト優位性の分岐線

出典: IEA (2014) Energy Technology Perspective 2014 に筆者加筆 10



コストへの影響要因: 貯留層の浸透率

11

化石燃料発電コストにおける貯留層浸透率の感応度

出典: GCCSI (2011) Economic assessment of carbon capture and storage technologies, 2011 update



3) CO2輸送技術

既存の輸送技術と船舶海上輸送におけるインフラ
構築技術の紹介

千代田ユーテック

小俣 明

1

本資料に含まれる公開報告書の目次
と執筆担当者

5・1 CO2輸送技術：千代田ユーテック㈱

小俣 明

6・4 船舶海上輸送におけるインフラ構築技術：

㈱大林組 鈴木健一郎、

大成建設㈱山本肇、

千代田ユーテック㈱ 小俣明

2



ローリー車輸送 1

• 実証試験等のように年間輸送量も累積総輸送量も少なく，
輸送距離が決して短くない場合に採用される場合がある．

• 国内で運行されている販売用液化CO2のタンクローリー車の
殆どは，積載量が8t又は10tであり，温度圧力は‐20℃，2 
MPaである．この積載量では，年間輸送量10万tCO2（平均日
量300tCO2）の計画輸送量に対し，一日約30台以上のタンク

ローリー車の往復が必要となり，道路交通上も課題が多くな
る．この場合の輸送距離は数百km（200～最大500km）に及
ぶ（新エネルギー・産業技術総合開発機構(NEDO)，2013a）．

• 海外ではより大きな積載量のタンク車で輸送する事例もある．
また，タンクローリー車のタンクだけを鉄道の貨車に積降して，
輸送することも可能である．
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パイプライン輸送 1
概要

• 年間輸送量・累積総輸送量が大きく，輸送距離が短～中
距離程度の場合に最も低コストな輸送方法とされる．また，
輸送量が大きく，排出源と貯留サイト間に海が無い場合に
は，長距離であってもパイプライン輸送が採用される．

• 海外では陸上，海上両方を通って運ぶ実績があり、砂漠，
山岳地帯，人口密集地帯，農地，平野，北極および亜寒
帯，および水深2,200mまでの海中に敷設されている．米
国西部では2,500km以上にわたって設置され，自然排出
源からテキサス州西部やその他地域の原油増産回収プロ
ジェクトに年間50MtCO2を運ぶ（IPCC，2005）．

• 国内ではCO2の長距離パイプライン輸送の実績が無いた
め，海外のCO2パイプライン事例や，国内における天然ガ
ス等のパイプライン事例を参考にして，わが国の地理的・
地質的特性に適した輸送システムを検討する必要がある．

4



パイプライン輸送 2
適用法規・輸送圧力

• 適用法規：適用可能と考えられる現行の法規は高圧ガス保安法と，一部，
限定的に電気事業法である（NEDO，2013a）。

• 輸送圧力：海外の実績を見ると，運転上の困難があるため，敷設地域の
温度を考え，２相流を避け気相または液相・超臨界相（Dense Phaseと呼
ばれる）のいずれかの状態で輸送している．輸送温度条件が5～25℃の
範囲と想定される場合には，気相の場合4.5MPa 以下であり，液相・超臨

界相の場合10MPa以上となる（NEDO，2013a）．気液二相流には単相

流にはない複雑な現象があるが，その特性を十分に理解し，設計，
操業上の留意点に配慮すれば，気液二相流輸送が可能である．
二酸化炭素を人口集中地域内でパイプライン輸送することは，設
計要因，過圧予防策，漏洩探知に注意を払うことを必要とする．
CO2は大気より重い気体であり，緊急に放散する場合には，放散
塔の設置が必要となる．

5

パイプライン輸送 3
ガス成分・ルート選定・課題

• ガス成分：高圧ガス保安法では，ガス成分に応じた保安措置等の対応をとればよ
く，CO2濃度や不純物に対する特段の規定はない．しかしながら貯留するCO2につ
いては，海洋汚染防止法で「アミン法で分離回収された濃度99％以上（石油精製
に使用する水素製造で回収されたものは98％以上）のCO2であり，廃棄物等が加
えられていないもの．」と規定されている．国内外のパイプラインでは，通常の（経
済的な）炭素鋼が用いられており，その腐食防止の理由により，硫化水素，水分
を出来るだけ削除することが要求される．両者を含有する場合には，耐食パイプ
ラインを検討する必要がある．（IPCC，2005）．

• ルート選定：国内の陸上パイプライン（天然ガス/都市ガス，石油，水道，他）は，
ほとんどが道路下に埋設されている．民地は細かく文筆され地権者が多く，用地
交渉に時間と手間を要することがその主要な理由である．海域では漁業補償等
の問題が懸念される漁場・養殖場を回避する他，出来るだけ短距離になるよう
ルート選定を行う

• 課題：パイプライン輸送技術については，ほぼ完成された技術と言える．しかしな
がら，国内でパイプライン輸送を行う場合には，陸上に於いては高人口密度地域
の地元交渉，海域に於いては沿岸域の高度に利用が進んだ漁業交渉などが想
定され，計画遂行のスケジュールが組み難いなどの課題がある．また，7MPa以
上の実績が無いため，許認可に多くの時間を要すことが想定されるなど，コスト
以外の課題がある．

• パイプライン輸送は，年間輸送量・累積総輸送量が大きい場合に有利な方法とな
るが，一度敷設すると移動が困難で，貯留ポテンシャルの小さい貯留サイトには
適さない．貯留層の不均質性や断層の存在等により，貯留ポテンシャル評価にリ
スクがある場合にも，当初は船舶輸送を行い，貯留ポテンシャルが十分に期待で
きると判明した後にパイプライン輸送を検討するなどの配慮が必要になる場合も
あると想定される．
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船舶輸送

• 年間輸送量・累積輸送量がパイプライン輸送と
比べて少なく，排出源と貯留サイト間に海があり，
輸送距離がパイプライン輸送に比べて長い場合
に採用される．

• 現在，CO2船舶輸送の検討はまだ初期段階であ

り，世界的に本目的で使用されているのは数艘
の少規模船のみである（IPCC，2005）．また，CCS

用に船舶輸送した事例はなく，ノルウェー・韓国・
日本等において設計研究が行われている．
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船舶輸送 NEDO検討事例 1
概要

• NEDOでは、積載量3400ｔCO2の実証機と21000ｔCO2の商用機について検討して
いる。

• また、後述するように船舶輸送のインフラとして、下記についても検討を行ってい
る。

1）陸上の一時貯留タンク

分離回収設備近傍に設置。出荷設備等も設置。

2）洋上浮体基地・洋上着底基地

圧入貯留サイト近傍に設置。荷受側設備、昇温・昇圧設備も設置。
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船舶輸送 NEDO検討事例 2
規制法規・カーゴタンク・課題

• 規制法規：船舶は国籍および船籍港が登録され，船籍国の法律が適用されることになる．
その法律は関係する国際条約の内容を反映させたものとなっている．国際条約の主なもの
は，海上人命安全条約，海洋汚染防止条約，国際満載線喫水条約である．液化CO2輸送船
は液化ガスばら積船に分類され、適用される法律には，1) 船舶法，2) 船舶安全法，3) 海上
衝突予防法，4) 海洋汚染および海上災害の防止に関する法律，5) 鋼船規則（液化ばら積
船規則・日本海事協会）がある．

• カーゴタンク：液化CO2輸送船の類似の船種としてはLPG 船，LNG 船がある．LPG 船は圧力

および温度の組合せにより加圧式，低温式およびこれらの中間のセミレフ式の３種類があ
る．小型である内航船は圧力式およびセミレフ式で，外航の大型船は低温式が一般的であ
る（NEDO，2013a）．LPG輸送船等では，常温/高圧から低温/大気圧までの様々な積荷条件
で適用できるように設計されているタンカーもある．（IPCC，2005）．一般に，タンク内の温度

が高いほど圧力は高くなり，構造応力的に厚板が必要になる．逆に，温度を下げるほど圧
力は低くなり，必要なタンクの板厚は薄く容器は軽くなるが，低温に耐える高級な材料が必
要となる（NEDO，2013a）．輸送するためには低温・低圧に，圧入するためには0℃以上に昇

温する必要があるため，エネルギーロスを低減するためには，輸送温度は液体状態で出来
るだけ高い温度が望ましいが，タンク設計上は低温・低圧が選択される．NEDO(2013a)で検
討した2タイプの輸送船は，いずれも温度‐46℃，圧力0.7MPaである．タンク形状は，主とし
て単胴および双胴タンク方式が小型のLPG 船，球形タンク方式が大型のLNG 船に採用され
てきた（NEDO，2013a）．

• 課題：液化CO2用の大型タンクの製造は実績が無く，材料の曲げ加工性，溶接性など施工

面での詳細な検討・開発が必要である．大型タンクを製造するに際して，加工能力，製作効
率向上のための設備投資が必要である．(NEDO，2013b)
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船舶輸送 シャトル船方式 1
概要

• 船舶輸送の低コスト化を図るために，東京大学尾崎雅彦教
授が発案し，一般財団法人 電力中央研究所，GCCSI（Global 
CCS Institute），NEDO（国立研究開発法人 新エネルギー・産

業技術総合開発機構）それぞれの委託・資金援助等により
設計研究が逐次進められてきた手法であり，環境省が推進
しているCCS実証試験における船舶輸送手法の一つとして検
討されている手法である．
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船舶輸送 シャトル船方式 2
コンセプト

• 複数の排出源から海域貯留サイトまで船舶輸送し，シャトル船搭
載の設備により昇温・昇圧後，フレッキシブル・ライザー・パイプを
用いて船上から直接圧入する．
• CO2積載量は3000tとし，年間100万t-CO2を輸送・圧入する．
（3000t／日＊330日／年 → 100万ｔ／年）
• 洋上設備は，無人とする．一時貯留タンクは，積出港の陸上だけ
に設置．
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船舶輸送 シャトル船方式 3
長所・短所

長所
・輸送距離の増加によるコスト増が少ない．
・フレッキシブル・ライザー・パイプを用いることにより水深の制
限を緩和できる．
・洋上一時貯留設備が不要となる．
・輸送量の変化，排出源・貯留サイトの変更など，計画変更に
対する柔軟性（スケールメリット⇒ユニット化）がある．
・撤去，移設・再利用などへの対応が容易である．
短所
・最適化されたパイプライン輸送と比べ，コスト高（短～中距離
輸送）になる．
・海象の影響を受ける．
・船舶燃料消費によるCO2排出がある
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船舶輸送インフラ構築技術 1
陸上一時貯留タンク、洋上浮体基地・洋上着底基地

分離回収 船舶輸送 圧入

気体 液体 液体または超臨
界（＠坑口）

14

陸上一次貯留
タンク・

出荷設備

洋上浮体基地
洋上着底基地

（両基地とも、荷受側
設備、昇温・昇圧設

備設置）

液化設備



船舶輸送インフラ構築技術 2
陸上一次貯留タンク

15

回収されたCO2を滞りなく船舶輸送するためにCO2を一時的
にバッファ貯蔵するタンクの他、出荷設備が必要となる．
CO2出荷設備の概念設計の例では，船舶積載時と同じ低温
高圧（0.8MPa, ‐46～‐50℃）とし，容量1.2万ｔの球形タンクを2

基配置したものである．その他に昇圧設備，ローディング・
アーム，ボイルオフ・ガス（BOG）回収設備など，諸設備が付
帯する．

船舶輸送インフラ構築技術 3
洋上浮体基地 規制法規
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規制法規
国内では，CO2輸送での貯蔵圧入用浮体洋上基地建設の実

例がないこともあり，現行法下では包括的に適用できる法規
は存在しない．最終的には建設時に関係官庁・機関・団体と
協議して適用規則を確定する必要がある（NEDO，2013）．



船舶輸送インフラ構築技術 4
洋上浮体基地 長所
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長所

洋上浮体基地は，比較的低コストで短期間に建設でき，浮体
式のため陸上設備と異なり他の地点へ比較的簡単に移動さ
せられるというメリットがある．
洋上浮体基地の主な要件を，以下に箇条書きで示す（NEDO，
2013）．
・輸送された液体CO2を輸送船の運航を考慮した規模の貯蔵
容量の設備に格納できる．

・選定された貯留サイトの海底貯留層へ圧入するための機器
を搭載する．
・輸送船の接舷及び液体CO2を効率的に積み降ろすことがで
きる．

・貯留サイト内にある圧入井坑口直上に位置を保持すること
ができる．

船舶輸送インフラ構築技術 5
洋上浮体基地 課題

コスト低減：洋上浮体基地方式は，建造費・運営費が高コストとなっており，NEDOで
も検討されているが，低コスト化の更なる検討が必要である．

荒天時の対応：日本は台風が多く，万一の場合の洋上浮体基地の避難方法につい
て検討が必要である．

洋上設備の電力供給：ディーゼル発電機を予定しているが，以下の課題がある
（NEDO，2013）．

･ 非常用対応機は多いが，常用対応機はメーカーが限られる．
･ 燃料補給（悪天候時）
･ 排ガスの処理

導入に向けた検討・実証試験：液化CO2は，温度－46℃，圧力0.7MPa という過酷な
温度圧力条件でのCO2の大量輸送・大量貯蔵となる．このような条件での輸送・貯蔵
については．過去に実績がなく，具体的に導入を検討する場合には，海象条件によ
る稼働率への影響，設置方法，メンテナンス方法等も含め，詳細な検討と実証試験
により，運転の安全性・安定性を確認することが必要不可欠である（NEDO，2013）．
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船舶輸送インフラ構築技術 6
洋上着底基地 概要・課題

• 設置海域の水深が浅い場合，着底式が適する．設置地点は，貯留サイト
近傍で，CO2輸送船の入港，漁業等への影響を考慮して離岸距離5km・
水深15mの外洋に設定した．従って，高波浪が作用し，わが国特有の地
震の影響も受ける．

• LNG洋上着底基地と同様のコンクリート函体を採用した．コンクリート函体
は，タンクを搭載し，CO2 輸送船が着桟できる規模で，以下の形状寸法と
した．

• 実証機：長さ115m×幅30m×高さ25m
• 商用機：長さ250m×幅42m×高さ25m

• 基礎形式は外洋であること，また，設置海域の地盤条件等を考慮してコ
ンクリートプラットフォーム等にて実績のあるスカート・サクション基礎を採
用した．

課題
・ 構築可能なサイト（陸上施設・ドライドック・岸壁等）の確保
• 設置海域の自然環境条件の明確化
• 構造部材の形状・寸法の最適化

• 構築サイトの詳細条件の明確
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CO2貯留サイト評価技術について

地球工学研究所

土木学会エネルギー委員会CCS小委員会 成果報告会

2018年1月26日

末永 弘

1

本日のお話の内容

既往のCO2貯留サイト評価技術のご紹介

サイト評価のための調査・試験方法

貯留可能量評価技術

比較的新しいサイト評価技術としてCO2漏洩に
関する事例をご紹介

陸域におけるCO2漏洩評価技術

海域におけるCO2漏洩評価技術

2



既往のCO2貯留サイト評価技術

サイト評価のための調査・試験方法

文献調査

地表地質調査

物理探査

坑井調査・試験

貯留可能量評価技術

サイトごとの貯留可能量の評価方法

3

文献調査結果に基づく貯留層分布

4

これまでに実施された地下深部を対象とした地質調査として，石
油・天然ガス資源調査，地熱資源調査，活断層調査，地下水調査
が挙げられる．これらの調査結果を収集・整理することにより，初
期段階におけるサイト評価を行うことができるものと考えられる．
CO2貯留においては，地下深部における貯留層・遮蔽層の分布や
性状，貯留されたCO2の漏洩経路となり得る断層の分布や性状を
把握する必要がある．

貯留層・遮蔽層の分布に関しては，公益財団法人地球環境産業
技術研究機構(RITE)により反射法地震探査および坑井掘削の結
果に基づくデータの収集，整理結果が示されている(RITE，2008)．



CO2貯留に関わる断層の調査フロー

5

CO2の漏洩経路となりうる断層については，活断層の

分布や性状については活断層研究会により取りまとめら
れている他，産業技術総合研究所による出版物や地方
自治体における調査報告書が利用できる．

しかしながら，CO2の漏洩に関わる断層の物性評価や

海域の断層についての分布，性状については評価事例
が少ないのが現状である．CO2貯留に関わる断層の調
査フロー例を報告書本文図5.2-2に示す(海江田他，
2012)．

CO2貯留サイトの地下構造評価技術(反射法地震探査)の例

6

（Guzofski and Shaw, 2005）

CO2貯留サイト評価のための地

質構造ならびに物性を評価する
ための物理探査手法として，反
射法地震探査，屈折法地震探査，
微動アレイ探査，電磁探査，重力
探査などが挙げられる．現状で
はCO2貯留サイトの地質構造評

価に関しては反射法地震探査が
最も優れていると考えられる．

反射法地震探査は，地震波(弾
性波)を人工的に発生させ，地下

深くの地層境界面で反射して地
表に返ってきた振動を受振機に
よって観測することにより，反射
波の走時から主に境界面(反射
面)の深さを推定する方法である．

左図に反射法地震探査の測定例
を示す．



貯留可能量算出式

7

サイト評価の初期の段階において評価する貯留可能
量は，石油・天然ガス資源における原始埋蔵量に類似
した概念であり，理論的に地層に貯留可能なCO2の量
を表す．我が国ではRITEにより示された以下の式
(RITE，2006)がある．

ここに，Sf：貯留率，A：貯留層の面積，h：有効層厚，
φ：貯留層の間隙率，Sg：超臨界CO2の飽和率，BgCO2：
CO2の容積係数，ρ：CO2の密度である．

貯留可能量

CO2貯留可能量の評価フローの例

8

貯留可能量評価のフローの例を報告書本文図5.2-5に示す．貯
留可能量算出式において，貯留層の有効層厚hについては，貯留
層の全層厚に砂泥比率を掛け合わせたもの，Sgについては0.2，
0.5，0.8をそれぞれ用いている．BgCO2，ρは貯留する地点におけ
る温度・圧力条件に依存するが，深度2000mで一般的な地温勾
配(100m当たり3℃)の場合，それぞれ0.003，630kg/m3程度とな
る．

海外では，CSLF(Carbon Sequestration Leadership Forum)
による方法(Bachu et al., 2007)やこれをベースとした改良版
(Gorecki et al., 2009)，USDOE(米国エネルギー省)による方法
(USDOE, 2007)などが提唱されている(Bachu, 2015)が，基本的
にはRITEによる方法と同様の考え方に基づくものである．



比較的新しいCO2貯留サイト評価技術

CO2貯留においては，貯留層からの万一のCO2漏洩リスク

への対応が必要になるものと考えられる．この漏洩リスク
を最大限低減させるためには，貯留したCO2が漏洩するメ

カニズムを明らかにするとともに，万一漏洩した場合に検
知する技術を開発しておく必要がある．このような観点か
ら以下の研究事例を紹介する．

天然ガスの地表への湧出をCO2漏洩の天然類似
例と見た場合のガス漏洩メカニズム評価技術

海底下の地層にCO2を貯留した場合において，
海底面で漏洩してきたCO2を検知するための技術

9

天然ガスの地表への湧出(ガス徴)に関するモデル

10

（末永他, 2013）

地質調査結果から，標高-70～0m
に砂岩優勢層が分布し，これをシル
ト岩優勢層が覆っていること，中央
部には主な３条の断層が存在し，F1
とF1.5の間，ならびにF2には破砕帯

があること，最上部には沖積層が分
布することが考えられる．また，現場
湧出ガス調査結果から，ガスは深度
200m以深から供給されている可能

性，地下から供給されたガスはシル
ト岩優勢層よりも下部に多く湧出し
ていることが分かった．さらにシルト
岩の鉛直方向の透水係数は砂岩よ
りも2オーダー程度小さく，断層の透
水係数は砂岩よりも1オーダー程度
大きいことから，ガスは深度200m以

深の地下深部で発生し，断層内を
上方へ移行するもののシルト岩の
低透過性のためにシルト岩優勢層
の下位で一旦停留し，ガス飽和率
の高い領域が砂岩優勢層の上位に
形成され，一部のガスは断層沿いを
さらに上方へ移行し，地表に湧出す
るモデルが考えられた．

断層破砕
ゾーン

シルト岩優勢層

砂岩優勢層 F2断層

F1断層

F1.5断層

ガスの下部からの供給

遊離ガス

50           100 150                         200

東西

沖積層

EL

50m
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-50m



ガスフラックス計算結果と実測との比較

11（末永他，2013）

ガス湧出が多い箇所と解析上のガス
湧出フラックスのピークが一致し，フ
ラックス測定総量は150～300m3/dayと
なり，計算値である70m3/dayに近い．

この他，鉛直方向の間隙水圧・温度分
布も再現．
⇒モデルの妥当性が示された

凡例（ランクとガス湧出量）
ランクA： 250～500cc/min
（連続的に気泡が確認できる）

ランクB： 100～250cc/min
（1～2秒程度の間隔はあるが連続的）

ランクC： 20～100cc/min
（5～10秒程度の間隔を呈する）

ランクD： 5～20cc/min
（10秒以上の間隔を呈する）
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海底CO2漏洩検知・モニタリングシステム

12

海底音響トモグラフィ(Munk and Munsch, 1979)の原理を応用し，
2箇所の音響局間の音波の伝搬時間から密度場の乱れを計測す
ることによりCO2漏洩を検知するための海底設置型音響トモグラ
フィ装置が開発されており(報告書本文図6.3-8)，竹富島海底温泉

地帯において，海底から噴出する温泉水の検知および挙動の計測
をすることが可能であることを確認している(下島，2010)．

また漏洩CO2モニタリングのため，複数の現場型pH/p CO2セン
サを配したケーブルを曳航して，海中のpHやp CO2をリアルタイム
で観測する曳航式観測システムが開発されており(報告書本文図
6.3-11)，このシステムを用いてマリアナ海域北西栄福海山山頂か
ら噴出する液体CO2の拡散挙動を観測し，作動確認している(下島，
2010) ．



漏洩CO2検知・モニタリング手順

13

CO2漏洩の検知・モニタリング手順(下島，2010)

a) CO2の海底下貯留地層上位の海底に広範囲に展開した複数の音響トモグラ
フィ装置を用いて，海底上のCO2漏洩を検知する．
b) 海底上のCO2漏洩が検知された場合，現場型pH/pCO2センサやサイドスキャ
ンソナーを搭載したAUV(Autonomous Underwater Vehicle，自律型無人潜水
機)による自動マッピング観測を行い，漏洩箇所の絞込を行う．
c) CO2漏洩箇所が絞込まれた後，既存のROV(Remotely Operated Vehicle：
有索海中ロボット)を用いた目視観測によりCO2漏洩箇所を特定し， CO2漏洩の
規模や状態を確認する．
d) CO2漏洩箇所が特定された後，その箇所においてCO2漏洩の状況や漏洩
CO2の拡散挙動のモニタリングを実施する．定期的観測は，漏洩箇所近傍で
CO2漏洩状況を重点的に監視する目的に適している．曳航式観測システムや
ROVにより定期的な漏洩CO2の拡散挙動観測を行う．
e) 継続的観測は，漏洩場所近傍でCO2漏洩状況の長期間にわたる変化を監視
する目的に適している．海底設置型自動昇降装置によって継続的な漏洩CO2の
拡散挙動モニタリングを行う．

まとめ

既往のCO2貯留サイト評価技術のうち，サイト評価のための

調査・試験方法として，事前に実施する文献調査に基づく貯
留層・遮蔽層の分布や性状に関する評価方法，地下構造を
推定するために用いられる物理探査手法である反射法地震
探査について紹介した．また貯留可能量評価技術として，
RITE等で実施されているCO2貯留可能量算出方法について
紹介した．

貯留層からのCO2の万一の漏洩に関して，そのリスク低減に
資する技術として，天然ガス湧出をCO2漏洩の天然類似例と
見た場合のガス漏洩メカニズム評価技術，貯留CO2の海底

面における漏洩を検知・モニタリングするための技術につい
て紹介した．
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ご清聴ありがとうございました
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CO2地中貯留シミュレーション技術

「CO2輸送・貯留に関する技術動向と今後の課題」

⼟⽊学会エネルギー委員会
⼆酸化炭素回収・貯留(CCS)
における調査・研究⼩委員会

シミュレーションの⽬的
貯留サイトの選定・計画段階
• 圧⼊可能量，移⾏範囲，封じ込め性能などの予測と評価

貯留開始後
• CO2挙動を監視するモニタリングとあわせ、貯留CO2の移

⾏範囲や安定性を確認

（DOE/NETL, 2011）

サイト特性評価、モニタリング、
数値シミュレーション、リスク
分析の繰り返しアプローチは、
CO2貯留事業の安定かつ安全な
操業や社会的な受容性にも寄与



シミュレーションの⼿順

• 貯留サイトで取得された地震探査や坑井データに基づいて貯留層モ
デルを作成

• 貯留層モデルは、地質構造や浸透率や孔隙率などの物性値の空間分
布を規定

• CO2の地中挙動シミュレーションは、貯留層モデルを⽤いたCO2と⽔
の多相流れの数値解析で⾏うのが⼀般的

CO2の物性と貯留の考え⽅
• CO2貯留に適する地層は，遮蔽層（浸透性の低い泥岩など）で覆われた多孔

質で浸透性の⾼い地層（砂岩層など）
• CO2は圧⼒7.38MPa， 温度31℃以上の温度・圧⼒で超臨界流体となる。
• 超臨界CO2は気体より密度が⼤きく，液体より粘性が⼩さいため貯留に有利
• 超臨界状態のCO2密度は概ね0.4〜0.8 g/cm3であり，地下⽔中で浮⼒が働く
• 貯留層の上部が泥岩層などの遮蔽層で覆われていれば，CO2を貯留層内に⻑

期間留めることが可能
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CO2のトラップ機構

• 構造・層序トラップ︓CO2が低浸透性の地層（遮蔽層）の下に物理的に
トラップ

• 残留ガストラップ︓気泡が貯留層の空隙に取り残されて動けなくなる
• 溶解トラップ︓地下⽔中にCO2が溶解すると浮⼒を失う
• 鉱物トラップ︓炭酸塩鉱物化による固定化．ただし，炭酸塩鉱物の⽣

成には1000年以上の⻑期を要すると考えられている

シミュレーションではこれらのトラップ機構の
考慮が必要

貯留層モデル
• 坑井検層や物理探査（地震探査など）の調査データで構築
• 地層ならびに断層の⾯形状は主として地震探査データと坑井データを組み合

わせて解釈することにより決定される。
• 物性値︓貯留層の浸透率，孔隙率，相対浸透率，⽑管圧⼒，地層⽔ならびに

岩⽯鉱物の組成，温度・圧⼒条件など、地震探査、坑井検層に加えて、室内
コア分析，坑井試験などの結果と合わせて求める

• 貯留層の孔隙率などの不均質な空間分布も、地震探査データ波形のアトリ
ビュートなどから推定する技術も開発されて広く⽤いられている。

天然ガス・⽯油開発の例

http://www.oil-gasportal.com/reservoir-management/integrated-reservoir-modeling/



CO2の地中挙動シミュレーション

種々の貯留メカニズムを考慮するため，⽯油や地熱開発⽤の多相系流体シ
ミュレータをベースに次のような機能追加を施したものが⽤いられている

• 超臨界CO2の流体物性（密度，粘性，⽐エンタルピーなど）
• 相対浸透率や⽑管⼒曲線のヒステリシス（残留ガストラップ）
• 塩⽔中へのCO2の溶解（溶解トラップ）
• CO2－⽔－岩⽯の地球化学反応（鉱物トラップ）

代表的な解析コード
• ECLIPSE（Schlumberger社、⽯油開発⽤を改良）
• GEM（CMG社、⽯油開発⽤を改良）
• TOUGH2（LBNL、地熱や地層処分⽤などの汎⽤コード）
• STOMP-WCSE（PNNL、地熱や地層処分などの汎⽤コード）

これら解析コードの⽐較研究（例えば, Pruess et al., 2002）により，い
ずれのコードでも同等の結果が得られることが⽰されている．

ヒストリーマッチング

数値シミュレーションの精度は、貯留層モデルに⼤きく依存する。事業開
始段階では⼗分なデータ取得は困難であり，貯留層モデルの信頼性は乏し
いのが通常である．しかし，地震探査や坑底圧⼒などのモニタリングデー
タに基づいて繰り返しモデルを補正（ヒストリーマッチング）すれば，予
測シミュレーションの信頼性を次第に⾼めることか可能になる．

http://www.oil-gasportal.com/reservoir-management/integrated-reservoir-modeling/



シミュレーション事例

• ⽶国テキサス州のFrioパイロット試験では，CO2の到達時間や２次元弾性波
トモグラフィによるCO2の分布状況などに対してヒストリーマッチングが
実施されている．

• 観測井のCO2到達時間や圧⼊井，観測井での圧⼒とCO2飽和率の変化に対す
るヒストリーマッチングを⾏っている．

• シミュレーション結果は，孔間弾性波トモグラフィにより評価された貯留
層内のCO2分布域を良く再現している．

⽶国Frioパイロット試験

ノルウェーSleipnerプロジェクト

• 北海油⽥の天然ガスから回収したCO2を地中に圧⼊（1996年〜、約100
万t/年）．

• Utsira砂岩と呼ばれる⾼浸透性（数ダルシー）、層厚100m以上の良好な
貯留層貯留層内には薄い泥層を数枚はさんでいる．

• 4次元地震探査によってCO2の3次元的な移動が20年の⻑期にわたって経
時的に把握されており，これとシミュレーションとのマッチングが試みら
れている．

シミュレーション事例
⻑岡CO2貯留プロジェクト

• 圧⼊完了後のCO2移⾏を⻑期にわたって観測して検証した事例は少ない．
• 我が国の新潟県⻑岡市で2002〜2005年にかけて実施されたCO2貯留試

験では，圧⼊完了後も10年以上にわたってCO2挙動モニタリングを継続
して貴重なデータを取得し，CO2の安定性を確認している．

• 圧⼊中〜圧⼊完了後の約10年間、物理検層（⽐抵抗検層、中性⼦検層、
弾性波検層）、孔間弾性波トモグラフィー、地層⽔サンプリングが繰り
返し実施されている（例えば、Sato et al., 2011)。

• 数値予測の信頼性に関し、シミュレーションモデルは，作成者によっ
て着⽬する物理化学プロセスや地質・⽔理データの解釈などの違いか
ら，⼤きく異なる予測結果を導く場合がある．

• ⽶国エネルギー省のSimSEQは，⽶国で⾏われた実証試験のデータを
共有し，複数のモデリングチームによる予測結果の相互⽐較を通じて，
CO2の地中挙動モデルに係る不確実性の程度や原因の理解を⽬指した
国際共同研究プロジェクト，世界8か国の15チームが参加．

モデリング⽐較プロジェクト SimSEQ



まとめと今後の課題

• シミュレーション技術は、ガス・⽯油開発の技術をベースに進歩
し、ほぼ確⽴されつつある

• 世界各国の実証試験や商業プロジェクトや国際的な協⼒、知識共
有により、検証や限界の理解も進んでいる。

• シミュレーションの精度は、貯留層モデルに含まれる種々の仮定
や不確実性に⼤きく依存する。

• 特に地下情報が不⼗分な操業開始前の地中挙動シミュレーション
結果の不確実性には⼗分に注意する必要がある。この段階での予
測誤差は、貯留事業の経済性あるいは安全⾯の成⽴性を⼤きく左
右する。

• 貯留開始後は、モニタリングデータとのヒストリーマッチングに
よりモデルの信頼性を徐々に向上できる。

まとめと今後の課題

サ
イ
ト
選
定

操
業

閉
鎖

【サイト調査許可】 【操業許可】 【閉鎖許可】

サイト調査

事
業
者
の
実
施
事
項

【操業申請】
サイト特性
発⽣源、輸送⼿段、貯留量
圧⼊成分、圧⼊速度、圧⼊量
異常時の対応策
モニタリングプラン
漏洩時の対応策
閉鎖後の計画
資⾦計画

【ﾓﾆﾀﾘﾝｸﾞと報告】
モニタリング結果
ーCO2挙動評価モデルの妥当性
ーCO2状況、異状の有無、等
圧⼊CO2の量と質
資⾦調達状況
その他（監督官庁が指定）

査察（inspection）
（定期・緊急）

責
任
の
移
転

【報告】
CO2挙動評価モデルの妥当性
漏えいの無いことの確認
サイトの⻑期安定性

20年以上

監督官庁許可

• サイト閉鎖後のCO2の⻑期安定性については、モニタリングで検証され
た予測シミュレーションで⽰すことが重要であり、例えばEUのCCS指令
ではそれが⺠間事業者から国などへの責任移管の条件とされている。

• ⻑期的なシミュレーションの信頼性については、主としてフィールドで
の実証データの⽋如から、⽐較的多くの課題が残されている。例えば、
CO2が炭酸塩鉱物に固定化される⻑期的な地化学シミュレーションの検
証は⾮常に困難である。

• ただし、このような不確実性が貯留事業の経済性や安全性に与える影響
は⼩さいと考えられる。今後のCCSの進展と並⾏して時間をかけて検証
されるべき課題であろう。



CO2化学的影響評価技術

国立研究開発法人 産業技術総合研究所
地質調査総合センター 地圏資源環境研究部門

徂徠 正夫

平成３０年１月２６日
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発表内容

■ CO2の地化学トラップ

■ 地化学プロセスが及ぼす影響

■ 地化学影響評価のためのアプローチ

■ 地化学トラップの観測事例
- 溶解トラップ

- 鉱物トラップ（玄武岩貯留の可能性）

■ 今後の課題

2
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CO2の地化学トラップ

CO2 (sc) CO2 (aq)

H2O + CO2 (aq) H2CO3

H2CO3 H+ + HCO3
-

HCO3
- H+ + CO3

2-

溶解トラップ︓ 溶存態としてのCO2の固定

鉱物トラップ︓ 固相としてのCO2の固定
CaAl2Si2O8 + 2H2CO3 + H2O     Ca2+ + 2HCO3

- + Al2Si2O5(OH)4

Ca2+ + 2HCO3
- CaCO3 + CO2 (aq) + H2O

CaAl2Si2O8 + 2H2O + CO2 CaCO3 + Al2Si2O5(OH)4
炭酸塩鉱物 粘土鉱物

注入

トラップ充填

物理トラップ

溶解

残留ガストラップ

鉱物化

吸着

時間（年）

4

地化学プロセスが及ぼす影響

対象 地化学プロセス
効果／リスク

圧入性 漏洩 地下水汚染

貯留層
CO2の地層水への溶解

CO2-水-岩石相互作用 〇/●

（●）

（●）

キャップロック CO2-水-岩石相互作用 ●

き裂／断層 セメント物質との反応 ●

坑井
セメントとの反応

ドライアウト ●

〇/●

○

上部帯水層

CO2の地層水への溶解

CO2-水-岩石相互作用

ハイドレート形成

○

○

○

●

●

〇：プラスの影響、●：マイナスの影響



5

地化学影響評価のためのアプローチ

時間 (年)

空
間

ス
ケ
ー
ル

(m
)

圧入性

漏洩

地下水汚染

1 10 100 1,000 10,0000.1
0.1

1

10

100

1,000

10,000
地化学トラップ

室内実験

現場試験

ナチュラル
アナログ

数値シミュレーション

6

地化学トラップの観測事例（溶解トラップ）

- 圧入後の時間の経過とともに貯留層中の超臨界CO2の飽和度が低下し、その上下の地層
で超臨界CO2の地層水への溶解が進行。

- 溶解トラップの観測は世界的にも例がなく、圧入後のCO2の長期計測により初めて判明。

⻑岡実証サイトにおける⽐抵抗の経時変化(RITE)
（RITEホームページ：http://www.rite.or.jp/co2storage/safety/）
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地化学トラップの観測事例（鉱物トラップ）

貯留層： 深度 400～800 m、20～33ºC
浸透率： 水平0.3 darcy、鉛直1.7 darcy
Phase I: CO2 175トン+H2O（2012年1～3月）
Phase II: CO2 55トン+H2S+H2O（2012年6～8月）

550日以内に圧入CO2の
95%以上が炭酸塩化

CarbFixプロジェクト（アイスランド）

8

玄武岩とは

石英
(SiO2)

単斜輝石
(CaMgSi2O6-CaFeSi2O6)

斜方輝石
(MgSiO3-FeSiO3)

カンラン石
(Mg2SiO4-Fe2SiO4)

斜長石
(NaAlSiO3O8-CaAl2Si2O8)

霞石
(NaAlSiO4)

【組成】 全岩SiO2量が45～52 wt%、Na2O+K2O<5 wt%の火山岩

苦鉄質岩
Ca、Mg、Fe等の
2価の元素に富む

【産地】 大陸： 洪水玄武岩、ホットスポット、島弧
海洋： 海嶺、海洋底
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玄武岩貯留における課題と解決策

項 目 課 題 想定される解決策

貯留ポテンシャル ・一般的に玄武岩は堆積岩と比較
して、孔隙率・浸透率が著しく低い。

・仮に圧入により直ちに炭酸塩化が
進めば、圧入井近傍の浸透率が
低下し、圧入自体が困難になる。

・水圧破砕等による孔隙率・浸透率
の向上（微小地震を起こさないこ
とが前提）

貯留サイト ・玄武岩の産出地域は必ずしも
CO2排出源に近くない。

・海洋底は玄武岩でできているが、
そのような深い深度の硬い岩盤
中にCO2を圧入することは技術的
に困難。

・高精度の適地選定（貯留ポテン
シャル、漏洩経路となるチムニー
等の回避）

・海底下大深度での圧入技術、モ
ニタリング技術の確立

炭酸塩化（反応性） ・大容量のCO2の炭酸塩化には、
大容量の水が必要。

・効率的に炭酸塩化させるために
は、CO2と水の混合や交互の圧
入が不可欠。

・地熱域などの高温環境、あるいは
高アルカリ環境の選定

・炭酸塩化促進物質の選定
・微生物活動の活用

10

今後の課題

地化学プロセス応⽤の可能性
- 貯留層鉱物の溶解 ⇒ 圧入性の改善

- CO2のゲル化・鉱物化 ⇒ 緊急時のCO2漏洩停止

- CO2の鉱物化促進 ⇒ モニタリングの早期終了

地化学プロセスを活用したCO2の増進貯留技術の開発

(ECS: Geochemically Enhanced CO2 Storage)

地化学プロセスの特徴
- 漏洩に対してより安全な溶存態や固体などの形態にCO2を移行させる

- 貯留層そのものの水理特性を変化させる



高橋 亨
（公益財団法人 深田地質研究所）

CO2モニタリング技術－現状と課題－

土木学会エネルギー委員会二酸化炭素回収・貯留（CCS)における調査・研究小委員会 報告会
「CO2輸送・貯留に関する技術動向と今後の課題」
平成30年1月26日, 東京

話の内容（報告書の構成）

 モニタリングの目的 (5.5.1)

 モニタリング技術 (5.5.2)

 最適なモニタリング技術の選択 (5.5.3)

 モニタリング技術の適用の現状と課題 (5.5.4)

 今後の課題と展望 (6.1.1-6.1.3の一部）



モニタリングの目的 (5.5.1)

事業の段階 想定される期間 モニタリングの目的

圧入前 3-5年間 ・環境影響評価
・貯留層モデルの改良
・貯留計画の見直し
・ベースライン測定

圧入中 5-50年間 ・安全で効果的な操業の実現（操業管理）
・貯留されたCO2の分布や量の把握
・貯留量の検証
・海中や大気中への漏洩の確認
・サイト周辺地域のHSE基準のクリアー
・貯留層モデルの改良
・関係者の信頼性の確保(PA)

圧入後 50-100年間 ・圧入中の目的に加え、閉鎖判断のための情報提供

閉鎖後 10,000年 （原則不要と考えるが、今後の検討課題）

表 5.5-1 モニタリングの目的（當舎・中尾(2008)を一部修正）

モニタリング技術 (5.5.2)

 物理探査法
それぞれの手法が対象とする物性（例えば、地震探査であれば、地層の
弾性的特性）の違いに着目して、地下に圧入されたCO2を検知する手法。
例えば、CO2は弾性波速度や密度が小さく、比抵抗は大きい。

 測位・地形解析
圧入されたCO2が原因で生じる地表あるいは海底面の変位を検知し、そ
の変動範囲や変位量から地下のCO2の分布範囲や貯留量を推定する技
術。

 孔内流体・地球化学・生物学的調査
孔内流体や土壌・大気中のCO2を直接計測し、CO2の漏洩を監視する技
術。CO2が漏洩した場合、サイト周辺の生態に変化が生じる可能性がある
ため、生態の変化をモニタリングする。



モニタリング技術 (5.5.2)
手法 場所 測定方法 把握可能な情報

物
理
探
査

地震探査
（能動的探査）

地表
海上
海底

・３D/4D反射法
・(繰り返し)２D反射法
・３C/４D反射法

・地質構造、
・貯留層/キャップロックの構造
・CO2の分布範囲・飽和度

孔内 ・(繰り返し)３DVSP
・(繰り返し)トモグラフィ

・孔周辺/孔間の地震波速度分布、地質構造
・孔周辺/孔間のCO2分布範囲・飽和度

地震探査
（受動的探査）

地表
海底

・(繰り返し)微動探査 ・地質構造
・地層のS波速度構造、強度分布

孔内 ・(連続)微小地震観測 ・微小地震の震源分布、・CO2フロント位置、地殻応力

電気／電磁探査 地表 (繰り返し)電気/電磁探査 ・地質構造、・CO2の分布範囲・飽和度

孔内 (繰り返し)トモグラフィ ・孔間の比抵抗分布、・孔間のCO2分布範囲・飽和度

重力探査 地表
海底

(繰り返し)重力探査
(連続)重力測定

・地下の密度分布
・孔間のCO2分布範囲

検層 孔内 (繰り返し)検層 ・孔周辺の地層の物性変化、CO2の分布範囲

測
位
地
形

リモートセンシング 地表 (繰り返し)地表変位観測 ・地表変動、・CO2の分布範囲、・地層の変形特性

海底地形測定 海底 (繰り返し)海底地形測位・測深
(繰り返し)サイドスキャンソナー

・海底面変動
・CO2の分布範囲

地表傾斜 地表 (繰り返し)地表傾斜測定 ・地表変動、・CO2の分布範囲

孔
内
流
体
地
球
化
学
生
物

孔内流体 孔内 (連続)温度/圧力測定
(繰り返し)流体組成分析

・孔口、孔内での温度、圧力変化
・孔内流体組成変化

地球化学的調査 地表
海中
孔内

(繰り返し)地下水分析 ・地下水位
・水質変化

地表 (連続/繰り返し)土壌ガス測定 ・土壌ガス成分の変化

地表 (連続/繰り返し)地表ガス測定 ・地表でのCO2濃度の変化

生物学的調査 地表
海底

(繰り返し)生態/植生調査 ・生態、植生の変化

表 5.5-2 適用実績のあるモニタリング手法

最適なモニタリング技術の選択 (5.5.3)

モニタリング技術の効果と費用のマトリックス (Shell,2011)

適用可能技術（６１手法）のランキング

地震探査法
(地表・坑内)

リモセン
レーザ

微小地震
DAS

坑口・坑内
CO2・セメント

坑内P/T

井戸沿い・周辺 広域

費用

効
果



最適なモニタリング技術の選択 (5.5.3)

図 5.5-1 IEAGHGのウェブサイトのSelection toolでの選定結果例(IEAGHG,2016)

貯留層の種類

操業開始(年）
地表/
海上

海底

In salah
アルジェリア
枯渇ガス層

2004
陸

1850～
1950

20
亀裂性
砂岩

10 13～20 1.2
2.5

(at 2008)
● ● ● ● ● ● ● ● ●

Sleipner
ノルウェー

帯水層
1996

海 1012
250
（90）

砂岩
1000～
3000

30～40 1
１１

(at 2009)
● ● ● ● ● ●

Snøhvit
ノルウェー

帯水層
2002

海 2550
60

（50）
砂岩 450 13 0.7 23 ● ● ●

Weyburn
カナダ

枯渇油田
2000

陸 1450
16～
28

石灰岩
苦灰岩

50
10

10
29

10000
t/d

12
(at 2008)

● ● ● ● ●

Gorgon
オーストラリア

帯水層
2008

海
陸

2500
200-
500

砂岩 20-30 20 3.4 120 ● ● ● ●

長岡
日本

帯水層
2000

陸 1100
60

（12）
砂岩

（平均）
7

23 40t/d 0.0104 ● ● ● ● ●

苫小牧
日本

帯水層
2016

海
1150
2700

100
600

砂岩
火山岩

17
2.7

28
12.5

0.1-
0.2

0.5 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

Frio
米国

帯水層
2004

陸 1500
24
（7）

砂岩 2.5 24 160t/d 0.0016 ● ● ● ● ●

Ketzin
（CO2SINK

)

ドイツ
帯水層
2008

陸
630～
710

80 砂岩
0.02～
5000

5～35
0.01～
0.03

0.6 ● ● ● ● ● ● ●

Otway
オーストラリア
枯渇油ガス田

2005
陸 2000 砂岩 0.1 ● ● ● ● ●

Lost Hills
米国

枯渇油田
2000

陸
490～
560

珪藻質
砂岩

0.1～
20

125M
m3/d

● ● ●

Aneth
米国

枯渇油田
2007

陸 1700
60

（12）
炭酸塩

岩
～10 5～30 0.136 ● ● ● ● ●

研
究
段
階

地表（付近）のモニタリング

商
業
段
階

地表
条件

深度
（ｍ）

国
貯留層の条件

透水係
数

(mD)
電気/
電磁

重力

 名称
地質

間隙率
（％）

リモー
トセン
シング

層厚
（net
pay)
（ｍ）

注入
CO2量
（Mt／
年）

注入CO2
総量
（Mt）

（計画を
含む）

地震探査法 地震探査以外／孔内測定

地下（貯留層）のモニタリング

地球
化学
的調
査

生物
学的
調査

4D反射法
２D反
射法

孔内
流体

受動
/微小
地震

検層

VSP
CWトモ

グラ
フィ

地表
傾斜

海底
地形
等

図 5.5-2 モニタリング技術の適用実績（●印で示された手法）（薛，2013を一部修正）

モニタリング技術の適用の現状と課題 (5.5.4)



図 5.5-7 Ketzinにおける3次元探査により推定されたCO2の拡がり（Matrtens and Ketzin team, 2010）

モニタリング技術の適用の現状と課題 (5.5.4）
－物理探査法－

地下1000mを超える地層に圧入されたCO2を検知する場合、探査が実施できる測定場所の違いに
よってその地層分解能が大きく異なることに留意する必要がある。一般的に、地表からの探査では、
地層分解能は１～100m程度、ボーリング孔間で実施するトモグラフィでは、数10cm～数10mであるの
に対して、ボーリング孔内での測定手法である検層では、数cm～数10cmと高い。反面、検層では
ボーリング孔周辺数10cm程度以内の探査しかできず、広範囲におよぶ貯留層全体を把握するため
には、地表探査との併用が不可欠である。モニタリングを計画する場合、これら各手法の特徴を理解
したうえで立案する必要がある。

電気探査結果（赤色：高比抵抗） ３D反射法地震探査探査結果（暖色系：低速度、寒色系：高速度）

貯留層：630-710m(80m)

図 5.5-10 In Salahにおける干渉SARデータの解析結果（2003年と2009年の差）(Mathieson et al., 2010)

モニタリング技術の適用の現状と課題 (5.5.4）
－測位・地形解析－

リモートセンシング技術の１つである衛星データを利用した干渉SAR（合成開口レーダ）解析により、繰
り返し圧入サイト周辺の地表変動を計測し、圧入状況のモニタリングに利用された例が報告されてい
る（下図）。地表の傾斜測定は、高精度傾斜計等を利用して、地表面の傾斜変化を継続的に観測し、
圧入による地表の傾斜変化をとらえるという手法である。しかしながら、傾斜計を多くの地点に設置す
ることは難しいため、上記リモートセンシングにより検知された地表変位の検証のための計測等への
適用が考えられる。一方、リモートセンシングは、陸域サイトしか適用できないため、海域では広範囲
の海底面地形を高精度にイメージングできるサイドスキャンソナー等が利用されている。

圧入層：1850-1950m（20m)
圧入井：KB-501, 502, 503
変位速度：3mm/year



図 5.5-11 Weyburnにおける３回のモニタリング時(a,b,c）の
CO2のフラックス（左）および土壌中のCO2ガス（右）の測定
結果（Wilson and Monea, 2004)

モニタリング技術の適用の現状と課題 (5.5.4）
－孔内流体・地球化学・生物学的調査－

圧入時の孔口および孔内流体の温度・圧力
のモニタリングは、安全かつ効率的な圧入を
実現するための操業管理技術の１つとして利
用されている。地球化学的モニタリング項目
として、観測井での孔内水の水位計測や組成
分析、圧入サイト周辺の土壌中や空気中の
CO2の濃度測定は、CO2の漏洩監視のため
の直接的なモニタリング手法として多くのサイ
トで実施されている。サイト周辺の環境影響
評価基準やHSE基準を満たすことを確認する
ためにも圧入前から継続的に実施される必
要がある。CO2が漏洩すると生態系への影響
も懸念されるため、サイト周辺の植生などの
生態変化のモニタリングも行われる場合があ
る。このような地球化学的，生物学的モニタリ
ングは陸域だけでなく，海域でも行われる。

圧入層：1450m(16-28m)
観測：2001-2003間に3回
観測点：360点/16km2

今後の課題と展望 (6.1.1-6.1.3の一部＋高橋私見)

 モニタリングの期間や繰り返し間隔の合理的決定
 事例研究を通じた経験的な挙動予測

 ヒストリーマッチングによるモデル精度向上を通じた理論的挙動予測

 複数の技術の効果的な併用や定量解析の向上
 ３D反射法を補完する２D反射法や３DVSPの利用など

 貯留層モデル構築における物理モデルの活用など

 モニタリングコストの低減
 効果の大きいモニタリング技術のコスト低減化

例えば、

・小規模反射法システムの利用による３D探査

・雑微動を利用した反射法探査やVSP

・貯留層や遮蔽層だけにフォーカスした効果的モニタリング技術の開発

・・・



高橋 亨
（公益財団法人 深田地質研究所）

CO2モニタリング技術－現状と課題－

土木学会エネルギー委員会二酸化炭素回収・貯留（CCS)における調査・研究小委員会 報告会
「CO2輸送・貯留に関する技術動向と今後の課題」
平成30年1月26日，東京

ご清聴ありがとうございました。詳細については、報告書
をご参照ください。
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